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市町村合併市町村合併市町村合併市町村合併

≪国による全国的な推進≫

日本全体の人口が減少し、地方から都市圏への人口流出が続き、地方の活力が失われつつある

現状において、人口減少への対策については、多様な地域特性をもった市町村が、それぞれの特

色を活かして取り組んでいくことが基本となります。一方、一つの自治体のみで完結できない課

題も少なくないことから、近隣市町村が連携して取り組むことも必要です。

平成の大合併を経て、3,232（平成11年３月）あった全国の市町村数は1,718（平成26年４月）

まで減少しました。今後は合併によらず、市町村の存立を認めながら、力を合わせて持続可能な

地域社会を創生する仕組みが求められています。
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生産年齢人口割合

≪≪≪≪長野地域の人口推計長野地域の人口推計長野地域の人口推計長野地域の人口推計≫≫≫≫

Ｈ26～

新たな広域連携新たな広域連携新たな広域連携新たな広域連携

≪合併によらない課題解決≫

‣ H12年の約57万人をピークに減少に転じ、今後30年間（H22→H52）で約13万人（約23%）減少

‣ 年少人口割合、生産年齢人口割合が低下する一方、老年人口割合は上昇

連携中枢都市圏構想について連携中枢都市圏構想について連携中枢都市圏構想について連携中枢都市圏構想について
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【資料】 実績：国勢調査結果、推計：国立社会保障・人口問題研究所 （平成25年３月推計)

※ 人口割合は，分母から不詳を除いて算出している。
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（（（（H22→H52））））

社会的経済的結びつきが強い長野地域の３市４町２村が培ってきた顔の見える親しい関係を土

台に、連携中枢都市圏の形成を目指します。

≪≪≪≪長野地域を構成する市町村長野地域を構成する市町村長野地域を構成する市町村長野地域を構成する市町村≫≫≫≫

人口：平成22年国勢調査（総務省統計局）

面積：平成26年全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院）1



平成26年５月に成立した改正地方自治法に盛り込まれた、新たな広域連携のための制度で、中

心都市（「連携中枢都市」）と近隣の市町村が、連携して取り組む事業を１対１で柔軟に取り決

め、それぞれの議会の議決を経て連携協約を締結します。中心都市（「連携中枢都市」）が複数

の市町村と「連携協約」を締結することにより形成される圏域を「連携中枢都市圏」といいます。

≪≪≪≪連携中枢都市圏構想の概要連携中枢都市圏構想の概要連携中枢都市圏構想の概要連携中枢都市圏構想の概要≫≫≫≫

≪≪≪≪連携協約連携協約連携協約連携協約≫≫≫≫

相当の規模と中核性を備えた中心都市が、近隣の市町村と連携し、以下①～③に取り組むこと

で、人口減少社会にあっても、一定の圏域人口を有し、活力ある地域経済を維持していくことを

目的としています。

①①①① 経済成長経済成長経済成長経済成長による圏域の経済活性化

②②②② 高度な都市機能の集積・強化高度な都市機能の集積・強化高度な都市機能の集積・強化高度な都市機能の集積・強化による圏域の魅力向上

③③③③ 住民に対するサービスの向上サービスの向上サービスの向上サービスの向上による安心で快適な暮らしの実現

連携に当たっては、「強みを活かし弱みを補う」ことにより、それぞれの市町村が「Ｗｉｎ-

Ｗｉｎの関係」を結ぶことが重要です。
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都市圏形成のキックオフ 圏域の政策の方向性が確定 圏域の具体的な取組を確定

②②②②

連携協約連携協約連携協約連携協約締結締結締結締結

①①①①

連携中枢連携中枢連携中枢連携中枢都市宣言都市宣言都市宣言都市宣言

③③③③

都市圏ビジョン都市圏ビジョン都市圏ビジョン都市圏ビジョンの策定の策定の策定の策定

≪≪≪≪連携中枢都市圏形成のための手続き連携中枢都市圏形成のための手続き連携中枢都市圏形成のための手続き連携中枢都市圏形成のための手続き≫≫≫≫

連携中枢都市圏連携中枢都市圏連携中枢都市圏連携中枢都市圏・・・・連携協約連携協約連携協約連携協約イメージイメージイメージイメージ

長野地域の３市４町２村（長野市、須坂市、千曲市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、小

川村、飯綱町）では、長野地域における連携中枢都市圏構想を推進するため、平成27年７月に各

市町村長を構成員とする「長野地域連携推進協議会」を設立しました。同協議会では、今年度中

に長野市とそれぞれの市町村が連携協約を締結することを目指して協議を進めています。
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年年年年 月／日月／日月／日月／日 内内内内 容容容容

H27年 ２／26 ‣第１回長野地域９市町村担当者会議

４／27 ‣第２回長野地域９市町村担当者会議

５／25 ‣第３回長野地域９市町村担当者会議

７／６ ‣第１回長野地域連携推進協議会

８／25 ‣第１回長野地域連携推進協議会幹事会

‣連携中枢都市圏構想に係る研修会（担当職員対象）

10／27 ‣第２回長野地域連携推進協議会幹事会

10／29 ‣連携中枢都市圏構想に係る研修会（各市町村議会議員対象）

11／19 ‣連携中枢都市圏ビジョン懇談会

11月下旬 ‣第３回長野地域連携推進協議会幹事会

H28年 １月中旬 ‣第４回長野地域連携推進協議会幹事会

２月中旬

３月頃

‣第２回長野地域連携推進協議会

‣連携中枢都市宣言

‣連携協約締結（各市町村における議会の議決後に締結）

‣連携中枢都市圏ビジョン策定、公表

進捗状況と今後のスケジュール（予定）について進捗状況と今後のスケジュール（予定）について進捗状況と今後のスケジュール（予定）について進捗状況と今後のスケジュール（予定）について
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